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研究会報告

ＣＩＡフォーラム研究会報告

� 研究会No.ｈ１（内部監査人育成ベストプラクティス研究会）

内部監査人育成に関する議論
「ディスカッションシート」

ＣＩＡフォーラムは、ＣＩＡ資格保持者の研鑽及び相互交流を目的に活動する、一般社団法人日
本内部監査協会（ＩＩＡ－ＪＡＰＡＮ）の特別研究会である。各研究会は、担当の座長が責任をも
って自主的に運営し、研究期間、目標成果を設定し、研究成果を発信している。

当研究報告書は、ＣＩＡフォーラム研究会No.ｈ１が、その活動成果としてとりまとめたもので
ある。報告書に記載された意見やコメントは、研究会の「見解」であり協会の見解を代表するもの
ではなく、協会がこれを保証・賛成・推奨等するものでもない。

Ⅰ．はじめに

内部監査人協会（ＩＩＡ）が2024年１月公
表した「グローバル内部監査基準」「ドメイ
ンⅠ 内部監査の目的」のパーパス・ステート
メントにおいて、「内部監査は、取締役会及び
経営管理者に、独立にして、リスク・ベース
で、かつ客観的なアシュアランス、助言、イ
ンサイト及びフォーサイトを提供することに
よって、組織体が価値を創造、保全、維持す
る能力を高める。」と規定されている。

内部監査は従来、アシュアランスとアドバ
イザリー業務を通して、組織体の価値向上と
業務の改善に一定の役割を果たしてきたが、
今後はさらに、予測困難な外部環境の変化に
対応し、組織体が抱える課題解決と持続的な
価値向上を支える役割が期待されている。

そのような期待に対応できる内部監査人の
育成は、どの組織体にとっても極めて重要で
あるとの認識の下、当研究会は「内部監査人
育成のベストプラクティス」を主題として、

「内部監査人の育成」という、内部監査部門
にとって、ある意味普遍的なテーマについて
継続的に議論を重ねている。

当研究会は、2021年７月号の『月刊監査研
究』で、「内部監査の高度化に向けた態勢整備
と人材育成の取組みについて」として、掲題
に関する研究会での議論の成果を発表した。
また直近では、2020年にＩＩＡが公表した

「内部監査能力フレームワーク」の改訂版に
ついて、内部監査部門への新規転入者でも容
易に理解しやすいように平易な文書への意訳
を試み、かつ、ポイントになるキーワードに
は解説も加えて、「内部監査能力チェックシー
ト」を作成し、2024年４月号の『月刊監査研
究』で発表している。

さて、当研究会では今ターム（2023年１月
～）において、上述「内部監査能力チェック
シート」を人材育成施策の中でどのように活
用できるか、また、そもそも人材育成策を構
成する要素は何か等を出発点として議論を重
ねてきた。毎回の研究会では、設定されたテ
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ーマについて活発な意見交換と情報共有が行
われた。その議論の内容を改めて整理したと
ころ、他の組織にも役立つポイントが提示で
きるのではないかと考えるに至り、報告書と
してまとめたものが、この「内部監査人に関
する議論『ディスカッションシート』」である。

Ⅱ．「内部監査人に関する議論
『ディスカッションシート』」
について

今回の研究会報告は、上述の通り、成果物
を前提として取り組んだわけではなく、以下
のような研究会活動の経緯を経て、最終的に

「ディスカッションシート」としてまとめる
に至ったものである。
＜研究会活動の経緯＞

①�　各社の人材育成に関する状況や諸施策の
発表
�　この数年でメンバー構成も大きく変わっ
たため、改めて各社の人材育成に関する状
況（直面している課題等）や諸施策等につ
いて、下表の10の小項目に分けて交替で発
表した。

②�　共通テンプレートを用意して議論の深掘り
�　上記10項目について、各社の状況を一覧
化して横並びで見ると、いくつかの課題は
複数社で共通しており、そのような課題に
対して各社様々な取組みや工夫をしている

ことが分かった。
そこで、10項目それぞれについて、以下

の５点を論点とする共通のテンプレート（以
下、「ディスカッションシート」）を用意し、
２名～３名を１グループとして各項目を分担
する形で、改めて論点整理や考察、並びに論
点についてのディスカッションを行った。

（1）�ありがちな課題
（2）�課題の原因分析
（3）�参照できるガイドラインや理想像
（4）�改善のアイデア・ベストプラクティス

等
（5）�論点（当該項目について任意に設定し

た論点＝ディスカッションテーマ）
毎回の議論の内容について、「ディスカッシ

ョンシート」上で再整理したものが次頁以下
の内容である。研究会の時間的制約により、
議論の深掘りが十分でない部分もあるかもし
れないが、ご了承いただきたい。また、最低
限の表現上の平仄は合わせるようにしたが、
各担当グループの表現の “持ち味” が損なわ
れないように、そうした配慮は最低限に留め
ていることにご留意いただきたい。
「改善のアイデア・ベストプラクティス」につ

いては、当研究会参加メンバーの取組みの中で
好事例と評価した内容や、研究会活動の意見交
換を通じて整理した内容であり、当研究会の中
で認識された課題の解決・改善に向けた活きた
対策事例として参照いただければ幸甚である。

＃ 大項目 小項目
1 教育プログラム 目標人材像の設定
2 習得すべき知識体系の設定
3 習得すべきスキル体系の設定
4 習得すべき知識・スキル・経験の現状レベルの把握
5 ＯＪＴについて
6 ＯＦＦ－ＪＴについて
7 資格の取得や支援制度について
8 評価制度 評価制度について
9 キャリアパス キャリアパスの仕組みについて

10 その他
その他（メンバーと共有・議論したいことを自由に設定）
⇒「�監督者が監査経験の浅い状況で、監査品質をどのように向上していくか？」に設定
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（1）ありがちな課題 （3）参照できるガイドラインや理想像 （4）改善のアイデア・ベストプラクティス等

①目標人材像は設定していない。
　⇒�当フォーラム内のアンケートによると、

15社中、6社（40％）は設定していない。
②設定しているが実践は容易ではない。

①
・�「内部監査能力フレームワーク」では、4つ

の知識エリア（専門性、実施、環境、リー
ダーシップとコミュニケーション）を3つの
能力レベル（一般的認識、応用知識、専門家）
別に定義している。

（理想像） 
・�部門ミッションや目標部門像を設定した上

で、その実現のための、各人材レベルと到
達年数目標を設定して明文化されている。

　例）「内部監査部門として経営に貢献する」
　　　⇒�3年後に、経営に資する監査を担える

人材が中核を占める状態を目指す。
　　　「各人材レベルと到達年数目標」
　　　a. 1年後に自立して監査できるレベル
　　　b. 2年後に監査リーダーを担えるレベル
　　　c. 3年後に経営に改善提案できる。
②

（理想像） 
・�以下により、目標人材像として設定した通

りの人材が計画通りに育成、ないし確保さ
れ、目標部門像が実現できている。

– �現実的で納得感ある目標人材像が明文化さ
れている。

– �目標人材像と人材育成策がリンクしており、
各監査人が目標人材像に到達するためには
具体的に何をすれば良いのかが明確になっ
ている。また、自己啓発を支援する仕組み
があり、各監査人は自発的に自己啓発に努
めている。

– �目標人材像と人事評価がリンクしており、
各監査人が目標人材像への到達を目指すモ
チベーションがある。

– �人事異動による流動性があっても、目標部
門像実現の妨げにはならない。

①
・�経営の期待も踏まえて、内部監査部門とし

てどういう姿を目指すのか、まずは部門ミ
ッションや目標部門像を設定する。

・�目標部門像を実現するために、目標人材の
構成と実現に至るタイムラインを設定し、
各監査人材のレベルと、到達年数目標を具
体的に設定して、明文化する。

②
・�現実的で納得感ある目標人材像を設定して

明文化する。
・�各監査人が目標人材像に到達するためには

具体的に何をすれば良いのかを明確にした、
体系的な人材育成策を策定する。

・�自発的な自己啓発を促す、自己啓発支援策
を整備する。

・�各監査人が目標人材像への到達を目指すモ
チベーションを喚起できるように、人事評
価の際には、目標人材像に対する取組み姿
勢や、到達状況を考慮する。

・�人事異動による流動性があっても、目標部
門像の実現を妨げないように、キャリア採
用の活用を検討する。

（2）課題の原因分析

①-1：設定の仕方が分からない。
①-2：�何となくはあるものの明文化していな

い。
②-1：�理想と現実のギャップ（設定した人材

像のレベルが高すぎる、部門長の期待
とメンバーの意識のギャップ、各監査
人の目標レベルと現実のギャップ等）

②-2：�人材育成や評価の仕組みとリンクでき
ていない。

②-3：�人事異動による流動性

Ⅲ．「ディスカッションシート」

１．目標人材像の設定

各項目で頻出する次の４点は（　）内の通りに略記している。
・�内部監査人協会（ＩＩＡ）「グローバル内部監査基準（ＧＩＡＳ）」
・�ＩＩＡ「専門職的実施の国際フレームワーク（ＩＰＰＦ）」（＊１）
・�ＩＩＡ「内部監査能力フレームワーク」（「内部監査能力フレームワーク」）（＊２）
・�「実践的な内部監査能力チェックシート」当研究会前ターム成果物（＊３）（「内部監査能力チェック

シート」）
（�＊１）　本成果物に係る研究活動時点では、「ＧＩＡＳ」適用（2025年１月９日）前であったため、「Ｉ

ＰＰＦ」も「参照できるガイドライン」に含めている。
（�＊２）　Internal Audit Competency Framework（堺 咲子訳「内部監査能力フレームワーク」『月刊

監査研究』2021年１月号掲載）、https://www.iiajapan.com/leg/pdf/data/iia/IIA%20Internal%20
Audit%20Competency%20Framework%20Revise.pdf

（�＊３）　『月刊監査研究』2024年４月号掲載
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２．習得すべき知識体系の設定
（1）ありがちな課題 （3）参照できるガイドラインや理想像 （4）改善のアイデア・ベストプラクティス等

①もつべき知識体系の設定はしていない。
　⇒�当フォーラム内のアンケートによると、

15社中、6社（40％）は設定していない。
②�内部監査関連の基本的知識以外に、監査人
として不足する知識エリアがあるが習得で
きていない／習得しようとしていない。

　例）�現場の業務関連知識、最新IT技術、環
境の変化に伴う新しいリスク領域等

①
・「内部監査能力チェックシート」
・「IPPF 1210-熟達した専門的能力」 
　�内部監査人は、自らの職責を果たすために

必要な「知識、技能およびその他の能力」
を備えていなければならない。内部監査部
門は、部門の責任を果たすために必要な「知
識、技能およびその他の能力」を、部門総
体として備えているか、または備えるよう
にしなければならない。

（理想像）
・�目標人材像とリンクする形で、内部監査関

連の基本的知識以外でも、監査人として保
有すべき知識が体系化、明文化されている。

　例） – �業界や所属組織についての知識
　　　 – �ビジネスに関する知識
　　　 – �GRC（ガバナンス、リスクマネ、コ

ンプラや統制）関連知識
　　　 – �法律や会計に関する知識
　　　 – �ITに関する知識
②

（理想像）
・�知識の習得に関して、部門としてもある程

度関与することで、各監査人が、不足する
知識エリアを識別・自覚し、自発的に（あ
るいは半ば強制であれ）知識の習得を目指
そうとする。

①
・�参照できるガイドライン等や他社のプラク

ティス等を参考に、内部監査関連の基本的
知識以外でも、監査人として保有すべき知
識を体系化、明文化する。

②
・�部門として、各監査人による知識の習得を

促す仕組みの導入を検討する。
例）
– �知識の習得を客観的に示すことができる、
資格の取得を推奨。また、資格取得の支援
策を整備する。

– �テストを実施して、知識の習得状況を評価
する。

– �不足知識エリアについて、部門として勉強
会を開催する。

– �外部セミナーに参加させる（参加をもって
ある程度は習得できたと見なす）。

– �知識の習得を目指そうとする人、実際に習
得できた人を評価することで、モチベート
する（“報酬”の提供でなくても、上長が直
接褒める、部員の前で称える等も効果的と
考えられる）。

（2）課題の原因分析

①-1：設定の仕方が分からない。
①-2：�何となくはあるものの明文化していな

い。
②�知識の習得については、専ら個人に委ねら

れている（知識の習得状況について客観的
な評価が困難、知識の習得を促す仕組みが
無い）。

（5）論点 （6）研究会での議論

①�（「最新IT技術、環境の変化に伴う新しいリスク領域につ
いての知識が不足気味である」といったメンバーのコメン
トを踏まえ）

　　�内部監査人として、さらに強化したいと考えている知識
エリアや具体的な実践内容

①
・�簿記の知識（2級取得を目指す）、ITパスポート取得
・�「グローバル内部監査基準」（コンピテンシーに関する部分）の和訳
　�コミュニケーション力、不正リスク・法的リスクの知識、データ分析スキル

等
・�AI、DX等の知識。執行部門での「研修」の仕組みを検討中
　�外部環境の変化に応じて、知識のアップデイトやブラッシュアップが大事だ

と感じている。
・�（IT分野の）インシデントレスポンス（システム障害は起こり得るもの）

（5）論点 （6）研究会での議論

①「監査リーダー」※に特に求められる要件について
　（知識、スキル、経験等）
※�「主査」等、呼称は各社で異なるが、個別監査の遂行に関

して主たる責任を担う者

①
・�（内部監査関連の豊富な知識や経験は当然のこととして）プロジェクトマネ

ジメントスキル
　→�監査も1つの「プロジェクト」（成果物としての監査報告書＝スコープマネ

ジメントの他、タイムマネジメント、リソースマネジメント等、様々なマ
ネジメントが求められる）

・�監査リーダーのミッションは明確にしているとともに、リーダーとメンバー
の役割分担を明確化している。

　監査リーダーは広いマネジメントスキルが求められる。
・監査リーダーとメンバーに必要なコンピテンシーを定めている。
　�監査リーダーのコンピテンシーとしては、チームをまとめるマネジメント力

やチームビルディング力、コミュニケーション力（被監査組織や経営陣とも
渡り合う必要あり）、リーダーシップ等

・目標設定能力（チームとしてのゴールを定められる力）
・�監査報告書のメインストーリーをまとめられる力（リーダーが最終的に引っ

張っていかないといけない）
・�「ツアーコンダクター」のような人材（メンバーを1つの方向に先導する役割）
・�監査結果を監査意見としてまとめる力、監査対象先の課題を見極めて抽出す

る力
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・�（グローバル化の進展に合わせて）英語力の維持・向上、英語でのコミュニ
ケーション

・�AIの活用、「監査部のメンバーが会社の構成メンバーの縮図になる」ことを
目指す。モニタリングにより現場についての知見を蓄積中

・�監査対象組織の業務・機能の理解（グローバルな視点も含め）
・�内部統制の学び直し、業務の効率化を目指してRPAの設計等にトライ中
・�業務関連の知識、AIの活用（人員減を補うべく）、サステナビリティ関連の

知識
・�カーボンニュートラル、高機能素材等、新規事業関連の理解（事業側からレ

クチャーを受ける等）
・�内部監査の高度化、経営監査の取組みへの準備

３．習得すべきスキル体系の設定
（1）ありがちな課題 （3）参照できるガイドラインや理想像 （4）改善のアイデア・ベストプラクティス等

①�内部監査人のスキル獲得の文書（スキルマ
ップ）が存在しない。

・�具体的な役割（一般内部監査人、監査リー
ダー、内部監査部門長等）及び監査種類（準
拠性監査、部署別監査、テーマ別監査）に
応じたスキル獲得の指針が存在しない、あ
るいは不十分なものにとどまっている。

②�スキル指導の手法や評価基準の文書が存在
しない。

・�ビジネススキルやソフトスキルの指導のた
めの具体的な手法や評価基準がない、ある
いは不足している。

・�スキル獲得と評価ガイドラインが明確にな
っていない。セルフアセスメントと第三者
評価にばらつきがある。

③�継続的な研修プログラムが導入されておら
ず、場当たり的個人任せの対応にとどまっ
ている。

・�継続的な研修プログラムの導入及び内部監
査人の能力開発のための適切な支援が行わ
れていない。

・�個々の内部監査人の能力及びスキル不足の
把握が難しく、改善のための取組みにつな
げることができない。

①
・�「内部監査能力フレームワーク」、及び「内

部監査能力チェックシート」※
　※�「内部監査能力フレームワーク」の以下

レベルを、「内部監査能力チェックシー
ト」では⇒の通りに読み替えている。

　　 – �一般的認識レベル ⇒一般監査人が求め
られるレベル

　　 – �応用知識レベル ⇒監査リーダーが求め
られるレベル

　　 – �専門家レベル ⇒内部監査部門長が求め
られるレベル

②
・�「GIAS」の「ドメインⅡ　倫理と専門職と

しての気質」
– �原則1 誠実性の発揮
– �原則2 客観性の維持
– �原則3 専門的能力の発揮
– �原則4 専門職としての正当な注意の発揮
– �原則5 秘密の保持
　�特に、基準3.1 専門的能力の発揮 「適合して

いることの証拠の例」を参照
③
・�ロミンガーの法則「70-20-10の法則」：従業

員の成長と発展に関する総合的なアプロー
チ

⇒�学習の機会を最大限に活用するための指針
　〔70%〕�実践による学習。従業員は仕事を通

じて新しいスキルや知識を獲得し、
成長する。仕事の実践やプロジェク
トへの参加を通じて、新しいことを
学び、経験を積むことで成長する。

　〔20%〕�社内の他の人々からのフィードバッ
クや指導。メンターや上司からのフ
ィードバックやアドバイス、または
他のチームメンバーや同僚との対話
を通じて、従業員は自身のスキルや
能力を向上させる。

　〔10％〕�形式的な学習、トレーニングやセミ
ナー、ワークショップ等の形式的
な学習プログラム。これは、従業
員が新しいスキルや知識を獲得し、
成長するための補完的な手段とし
て提供される。

①�スキル体系の整理、②スキル評価の仕組み
の構築

・�文書化未済の場合は、まずは文書化の必要
性を検討する。

・�組み立ては、「監査コンピテンシー評価」×
「スキルマップ」を基本として改善に取り組
む。各ワードの定義は次の通り

⇒
– �「監査コンピテンシー評価」：組織のコンピ
テンシー評価とは一線を画した内部監査人
専用のコンピテンシー評価のこと

– �「スキルマップ」：これまでの業務経験等で
あり、テーマ別監査・部署別監査等の監査
担当として割り振るために利用する。

③スキル開発のPDCAサイクルの構築
・�「知識」×「スキル」×「管理・監督能力」

×「業務知識」のフレームワークを基本と
して改善に取り組む。各ワードの定義は次
の通り

⇒
– �「知識」：IIA基準等の監査知識であり、認
証資格取得により証明する（テストで評価
可能）。

– �「スキル」：監査実践力であり、「知識」を
具体的に実践する能力のこと。ケーススタ
ディ等により習得する（行動事実として評
価可能）。

　�具体的には、仮説構築力、問題発見力、真
因分析力、コミュニケーション能力、イン
タビュー能力、文書レビュー、データ分析、
ロジカルシンキング等

– �「管理・監督能力」：監査品質を評価し改善
のための指導ができる能力のこと

– �「業務知識」：業務経験により培われた知識
であり、不足している場合には現場への調
査を実施することで理解を深める。

（2）課題の原因分析

①�〔長年にわたる企業のゼネラリスト志向〕
組織の人事評価ツール（コンピテンシー評
価等）への過度な依存

・�組織の全社員に求められる標準的なスキル
体系はあるが、専門職としての内部監査人
に求められる「ならではのスキル」への対
応ができない。

②�〔長年にわたる企業のゼネラリスト志向〕
ゼネラリスト＞スペシャリスト（専門職）

・�様々な問題や課題に対処する際に、異なる
分野の知識やスキルを組み合わせて解決策
を見つけられる人材を重用してきた。専門
職毎といった観点が不足している。

③これまでの業務手法に固執する職場の存在
・�パターン化思考に偏った結果、内部監査人

に必要な洞察力・懐疑心等のスキルが育成
できなかった。

・�内部監査人のスキルを育成できる能力を有
した監督者・指導者がいない。
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（5）論点 （6）研究会での議論

①�「GIAS」の「原則4 専門職としての正当な注意（Professional 
Care）の発揮」の「基準4.3 専門職としての懐疑心」の要
求事項には、「内部監査人は、内部監査業務を計画、実施す
る際に、専門職としての懐疑心（Professional Skepticism）
を働かせなければならない。」と記載されている。

　�内部監査人の「専門職としての懐疑心」を身につけるため
の研修やトレーニング

②�本テーマにおけるスキル等の定義について、以下のような
整理の適否（前頁記載の定義について、より平易な表現を
目指したもの）

・�「知識」：テストで評価できるもの（文字や言葉にできる）
・�「スキル」：�行動事実として評価できるもの（文字にすると

描写になる）
・�「経験」：�意思決定の背景にあるものとして推察できるもの

（文字にできない、循環しているか複雑系で因果
律で説明できないが、おそらく本人の意思決定の
基準となっている）

①内部監査人の専門職としての懐疑心を身につけるためのアイデア
・�組織内だけでなく、外部や世界の視点から見た常識や背景知識（例えば

ESG）を基準として身につける必要がある。
・�監査のレビューを行うことで人との違いが分かり、自分のスキルや知識の引

き出しを増やすことができる。前職でその効果を実感した。
・�懐疑心を身につける1つの方法として、不正等に関するニュースをアンテナ

高くキャッチして、不正の手法等に関する知識の引き出しを増やすことが重
要と外部研修でアドバイスされた。担当者をアサインして日本取引所グルー
プの「適時開示情報閲覧サービス」で不祥事事例を積極的に入手し、部門内
で共有するようにしている。

・�知識の取得だけでなく、OJTやレクチャー、ピアレビューを通じて行動につ
なげていくことが重要

②知識・スキル・経験の定義
・�「経験」については、業務から得られる“知恵”という整理もある。
・�監査スキルの定義は難しいが、「スキル」は監査実践力、「知識」はIPPF等の

監査知識、「経験」は業務経験と監査で得た経験領域に分けられる。
・�前頁記載の定義とやや異なる部分があるため、両定義案を統合する形で整理

できると良い。
・�システム監査技術者試験（レベル４）のシラバスには、情報処理技術者試験

における知識・技能の細目が記載されているため、「知識」「スキル」の定義
に当たり、参考にしてはどうか。

４．習得すべき知識・スキルや経験の現状レベルの把握
（1）ありがちな課題 （3）参照できるガイドラインや理想像 （4）改善のアイデア・ベストプラクティス等

①�習得すべき知識・スキル・経験等を特定で
きていない。

②�知識・スキル・経験等の現状レベルを把握
していない。

③�知識・スキル・経験等の現状レベルを客観
的に評価・把握できていない（評価の客観
性を確保できていない）。

④�知識・スキル・経験等の把握が、開発・育
成につながっていない。

・「IPPF 基準1210−熟達した専門的能力」 
　�内部監査人は、自らの職責を果たすために

必要な「知識、技能およびその他の能力」
を備えていなければならない。内部監査部
門は、部門の責任を果たすために必要な「知
識、技能およびその他の能力」を、部門総
体として備えているか、または備えるよう
にしなければならない。

・�「IPPF 基準1230−継続的な専門的能力の開
発」

　�内部監査人は、継続的な専門的能力の開発
を通じて、「知識・技能およびその他の能
力」を高めなければならない。

・�「IPPF 基準1230（実施ガイダンス：考慮す
べき事項）」

　�専門的能力開発計画は、監督上のレビュー、
監査対象部署向けのサーベイ及び年次の業
務遂行状況のレビューの中に組み込むこと
ができる。このレビューの結果は、内部監
査部門長及び内部監査人が継続的な専門的
能力の開発の優先順位をつけるのに役立つ
ことがある。

・�「IPPF 基準1230（実施ガイダンス：考慮す
べき事項）」

　�専門的能力の開発の機会には以下の4つが
含まれる。（1）コンファレンス、セミナー、
研修プログラム、または集合研修コースへ
の実施、（2）調査プロジェクトへの参加、

（3）専門団体でのボランティア活動、（4）
IIAの公認内部監査人（CIA）のような専門
職資格の取得

・�「内部監査能力フレームワーク」（IIA）
・�「内部監査能力チェックシート」
・�『月刊監査研究』2011年3月号、CIAフォー

ラム研究会報告「内部監査人育成の方法論」
・�CIAフォーラム研究会活動実績「内部監査

人育成のベストプラクティス～CIAへのイ
ンタビュー調査から見えたこと～」

① 
・�部門のミッションや目標を達成するために、

部門総体として備えるべき専門的能力（監
査人が習得すべき知識・スキル・経験等）
を「内部監査能力フレームワーク」等を参
考に特定する。

②
・�「IPPF 基準1210、1230」等を参考に、監

査人の専門的能力に関する現状レベルの把
握及び能力開発の必要性・重要性について
のマインドセットを図る。

③-1
・�監査人が習得すべき知識・スキル・経験等

を把握するための評価基準・枠組み・ツー
ルを整備する。また、整備した評価基準等
をもとにした現状レベルの把握を定期的に
実施し、その結果を時系列で分析すること
により、評価基準等の妥当性及び打ち手の
有効性向上を図る。

③-2
・�評価に際しては、「IPPF 基準 1230（実施

ガイダンス）」等を参考に、自己評価に加え
て、上長や監督者、関係者（監査対象先等）
の評価を加える等により客観性を確保する。

③-3
・�優れた監査人（できれば自社内の監査人）

をモデルケースとして、評価の考え方、目
線を示すことも一案。こうしたモデルケー
スを示すことにより、評価が比較的容易に
なるとともに各人の自律的な改善活動につ
ながる効果も期待できる。

④-1
・�開発・育成計画の設計に際しては、監督者

によるレビュー、監査対象先のサーベイ、
年次の業務遂行状況のレビュー等を参考に、
優先して習得すべき知識・スキル・経験等
を特定し、目標とするレベルや開発・育成
の方法を設定する。

（2）課題の原因分析

①�部門のミッションや目標を達成するために、
部門総体として備えるべき専門的能力を整
理できていない。

②�現状レベルを把握し改善活動を図る必要性
を認識できていない。

③-1：�評価・把握に向けた枠組み・ツールや
定量的・客観的な基準がない（基準作
成の困難性、妥当性への疑問等より）。

③-2：�自己評価のみで上長や品質管理担当等
の評価（以下、第三者評価）を実施し
ていない。

③-3：�第三者評価を導入しているが、評価者
によって差があり、評価目線合わせが
できていない、また運用の困難性によ
り実現できていない。

④-1：�開発・育成計画の設計方法が分からな
い。

④-2：開発・育成の方法が分からない。
④-3：�設計した通りに開発・育成できていな

い。
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（理想像） 
・�部門のミッションや目標を達成するために、

部門総体として備えるべき専門的能力（監
査人が習得すべき知識・スキル・経験等）
を特定するとともに、適切な評価基準・体
系のもとで現状とのギャップを分析・評価
し、ギャップを埋めるための有効な人材開
発・育成プログラムを実行している。

④-2
・�開発・育成の方法は、「IPPF 基準1230（実

施ガイダンス）」等を参考に、有効と考えら
れる開発の機会（プログラム）を設定して
実行する。プログラムは有効性評価を含む
PDCAを繰り返すことで実効性を高めてい
く。

④-3
・�部門総体として備えるべき専門的能力の充

足に向けたタイムラインを設定し、進捗状
況を管理する。

（5）論点 （6）研究会での議論

①定量基準について
・定量基準の実例の有無
・定量基準の弱点、弱点克服の工夫
②業務経験や知識の活用について
・�業務経験や知識を有効な監査に結び付ける効果的な取組み

についてのアイデアや事例
・�業務経験や知識が殆どない領域の監査を行うために、何か

工夫していること

①定量基準について
・�業務分野の職歴（在籍年数）、監査実績（担当回数）、公的資格の保有状況等

をスコアリングし、専門分野別にマッピングする等して人材ポートフォリオ
を作成している（ただしこれをもってスキルの評価ができるという訳ではな
い）。

・�CIA取得も定量化できる基準の1つであるが、ホルダーであっても監査に必
要なスキルがないと監査主任は任せられない（CIAは運転免許証みたいな最
低基準と認識）。

②業務経験や知識の活用について
（業務経験や知識を有効な監査に結び付ける効果的な取組みについてのアイデ
アや事例）
・�マイスター職（監査部OB）に業務経験を踏まえたレクチャーをお願いする

等、ベテランの経験を監査部のナレッジとして活用している（月2、3テーマ）。
・�事前調査やリスクの認識、監査手続き等、結果としてうまくやれた監査事例

を部内で共有し、当該監査の未経験者を含む部門全体の実践力の底上げを図
っている。

（業務経験や知識が殆どない領域の監査を行うために、何か工夫していること）
・�研修会に参加したり、自分達で資料を作って勉強会等を実施（マネーロンダ

リング（以下、マネロン）ガイドライン等）
・�執行部門（監査対象組織等）に業務内容や課題等を教えてもらっている（シ

ステム開発PJ等）。協力を得るために、執行部門に監査の必要性を理解して
もらう、あくまで個人の見解として話を聞かせてもらう、等の工夫をしてい
る。

・�ゲストオーディターのしくみの規程化、アクチュアリー（保険数理士）の兼
務発令等も選択肢の1つとしている（システム・ERM領域等）。

・�監査部の専門性が十分でない領域では、監査人を外部調達している（IT監査、
会計監査等）。

・�人材インベントリで部員の経験や知識を整理し、経験者等を該当する監査に
アサインしている。年間計画策定時にインベントリを参考に専門性が薄い領
域を特定しコ・ソースを計画している。

・�幅広い知識が求められる監査で、ルールを主管する2線部門と一緒に監査を
行った（支店監査／コンプライアンス担当部門と連携）。同時に2線としての
機能を評価し改善点を指摘した。ただし、指摘については、一緒に監査を行
ったことから生じた指摘という誤解が生じないよう留意が必要

・�監査部としてではなく、常勤監査委員の質問・要望として各部に課題を聞い
てもらったり、ラボ訪問を求めたりしている。

・�監査開始時点で、統制環境評価として、監査対象組織の戦略、リスク認識、
コントロール、リソース・予算の妥当性、課題への対応状況等を確認し、当
該組織のリスクを事前に評価している。

・�監査対象組織の担当役員・部長クラスに課題・リスク認識を話してもらい、
どこを見れば良いか事前に把握している。
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５．ＯＪＴについて
（1）ありがちな課題 （3）参照できるガイドラインや理想像 （4）改善のアイデア・ベストプラクティス等

①-1：�OJTの方針や体系的なプログラムが策
定されておらず、監査リーダーやベテ
ラン監査人の知見頼り

①-2：�OJTで習得すべきスキルやノウハウを
明確にできていない。

①-3：�個別監査チームにより濃淡がある。
②�リスクベースの監査が進み、テーマを厳選
した計画となって、監査の絶対数が少なく、
OJTの機会が圧倒的に不足している。

①�IPPF「実施ガイダンス1230-継続的な専門
的能力の開発」で、「『IIAの能力フレームワ
ーク』のような自己評価ツールを、専門的
能力の開発計画を策定する基礎として使用
してもよい。

　�このような開発計画は、次の4つの事項に及
ぶ場合がある。

　�（1）OJT、（2）コーチング、（3）メンタリン
グ、（4）…」との記載

　�ただし、具体的なOJTの内容、体系等に関
する記載はない。

②
（実践例）
・�全国の営業店に対するほぼ定型的な準拠性監

査を担当する組織では、転入者の配属後、短
期間でOJTを重ねることが可能で、当初はベ
テラン監査人の指導の下で業務を進めるが、
半年程度でほぼ独り立ちできるようになる。

・�一般的なOJTガイドとして参考にできる記
事例

– �「OJTの目的とメリットとは？成功させる
ポイントを徹底解説！」（株式会社日本能率
協会マネジメントセンター）https://www.
jmam.co.jp/hrm/column/0016-ojt.html

– �「OJTとは～OJT教育の効果的な進め方や指
導方法のポイント」（株式会社インソース）
https://www.insource.co.jp/contents/ojt-
contents.html

①OJT方針、計画策定等の充実
a. 部門としてのOJTの方針策定
　・目的の明確化
　・部門としての達成（育成）目標明確化
b. OJT計画作成に必要な事項明確化
　・�個々の監査において習得できる能力を明

確にする
　・OJTを通じて習得必要なスキルの明示
c. OJT担当者の能力向上
　・担当者へのOJT研修の実施
　・職場全体でのOJTサポート
②�年間の監査計画策定時に大きいテーマの監

査ばかりを対象にするのではなく、地道な
準拠性に近い監査もバランス良く含める。

（2）課題の原因分析

①
・�OJTの重要性が部内で十分に理解されてお

らず、体系的なOJTプログラムが必要と認
識されていない。

・�OJTの効果を測定する手法が分からない。
・�指導者による目的の理解とOJT実施スキル

が足りない。
②�経営に資する大きいテーマ監査ばかりを計

画して、地道な準拠性に近い監査を避ける
傾向が強い。

（5）論点 （6）研究会での議論

①OJTを体系的に整理している組織の有無とその内容
・�当フォーラム内のアンケートによると「体系的な整理はで
きていない会社」が15社中9社（60%）

②�監査人の年間の（経験年数や内容に応じた）監査本数
　（転入1・2年目、準拠性に近い監査）
・同アンケートの平均では、
　監査人の年間監査本数は5.5件
　うち準拠性監査は4.1件
　新任者の年間監査本数は3.9件
③OJTの効果を測定する方策

①各社の取組状況
・�定型的な準拠性監査優先⇒一人前に成長⇒テーマ監査に挑戦させる、という

ステップを踏む。
・�営業店監査（定型的監査）は4年間同じ担当者
　�システム監査プログラムを用意しているため、新任者でも比較的容易に対応

可能
・�縦割り運営の組織のため、準拠性監査と親和性がある。拠点監査を経験して

から本部監査へ移動すべき、との意見があるが実現していない。
・拠点監査は第2線に任せている。
②各社の取組状況
・年4件程度でその内、テーマ監査が2・3件
・部分的に検証10件やっているところあり
・準拠性監査中心なので10件／人以上
・部全体で平均3件
・6・7件で、テーマ監査は3・4店舗を対象に3クール等
③
・�監査リーダーによる定性的評価に頼らざるを得ない
・�監査リーダーを任せられるまでOJTを実施（監査リーダーを任せられるレベ

ルに到達したかどうか）
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６．ＯＦＦ－ＪＴについて
（1）ありがちな課題 （3）参照できるガイドラインや理想像 （4）改善のアイデア・ベストプラクティス等

①�自己啓発支援制度がない、または汎用的な
自己啓発支援の社内制度はあるが、内部監
査人育成向けではない。

②�自己啓発支援制度はあるが有効活用されて
いない。

③�社外講習受講について、明文化されたルー
ルがない。

④�業務優先となって受講が後回しになってい
る。

⑤�職員のやる気によって内部監査人のレベル
に大きな差がある。

⑥�実践的な話題を提供する外部セミナーや講
師が探索できない。

⑦�内部監査成熟度の把握、目指すべき将来像
が描けていない。

⇒�故に、その改善を図る教育計画が未策定で、
場当たり的なOFFーJTしか、実施していない。

・�「金融機関の内部監査の高度化に向けたプロ
グレスレポート（中間報告）」（金融庁 2023
年10月）

⇒�金融庁は、各金融機関に対しモニタリング
を通じて内部監査の高度化を促していくた
め、以下3つの観点を挙げている。

　a. �内部監査部門の監査態勢高度化・監査基
盤強化

　　→�人材確保・育成の取組状況がモニタリ
ングの主な論点

　b. �経営陣や監査委員・ 監査役による内部監
査部門への支援

　c. �被監査部門に対する内部監査への理解・
浸透やリスクオーナーシップ醸成

・�「コーポレート・ガバナンス・システムに関
する実務指針」（経済産業省　2022年7月） 

⇒�内部監査人の育成に関する言及はないが、
監査等委員会への移行に関する検討事項の
中に、「…監査等委員会と内部監査部門の連
携強化や、内部監査部門の強化を図ること
が重要…」という記述がある。

（内部監査の部門運営・監査実施のためのガイ
ドライン）
・「IPPF」、「GIAS」の要求事項
・�「CIA試験」や、「システム監査技術者試験」

のシラバス
（内部監査の期待領域により、個別に深さを要
求される知識）
・�本部業務（企画、人事、財務経理、法務、

IT）、新ビジネス・新業態のビジネス、キ
ーリスク・キーコントロールの理解

（理想像）
・�内部監査の組織強化・要員育成のため、上

述のような組織内外からの内部監査成果へ
の期待値と内部監査組織現状のギャップ分
析より、OJTでは補強困難な領域を特定す
る。

（実践スキル開発）
・�仮説検証、論点整理、プレゼン、文章力等

の講習・実務演習

・�経営陣の認識が変わらなければ、内部監査
部門の強化策や人材育成策を打ち出しても
実効性が伴わない可能性が高い。

– �IIAの国際基準や実務指針が求める内部監
査組織への要求事項を経営陣が自発的に取
得・理解し、行動してくれることは考えに
くい。株主もしくは監督官庁の内部監査へ
の期待や圧力を感じることが内部統制に真
剣に取組む契機になると期待される。

　�そのため、金融機関であれば金融庁のプロ
グレスレポートを活用し、経営陣の認識を
改めさせることが第一歩になる。金融機関
以外の組織では、改正会社法のコーポレー
トガバナンスシステムに関する指針や、コ
ーポレートガバナンスコードに基づく企業
統治に対する認識の転換が行われた後に、
内部監査の重要性に関心が向かうと考えら
れる。

– �平成のいわゆる「失われた30年」は、企業
統治にかかる認識変化に要した時間と思え
ば、内部監査にスポットライトが当たる日
はすぐそこに来ている可能性が高い。

・�内部監査部門強化のために必要な人材育成
について我々が今できることは、外部環境
の変化を担当役員経由で経営陣全体に刷込
み、必要な予算と人材確保に向けて働きか
けること

・�内部監査の品質評価（特に外部評価）結果
を経営陣に伝達し、組織・要員体制の強化・
育成の必要性を訴えることも有用

（2）課題の原因分析

①態勢が未整備、または不十分
②態勢は整備されているが運用が不十分
③�内部監査人を育成する文化がなく、予算の

配分がない。
④内部監査部門へのリソース配分が最小限
⑤�内部監査部門に配置すべき人材像が明確で

ない。
⑥�内部監査の企画部署にリソースを割いてい

ない。
⑦�ステークホルダー（監督官庁・株主・経営

陣ら）の内部監査に対する期待と内部監査
の組織体制・要員の質的・量的ギャップの
把握が不十分

（総論）
1. �内部監査人育成のノウハウが組織内で確立

されていない。
↓なぜ１
2. �内部監査人育成の重要性に対する理解が組

織内で不足
↓なぜ２
3. �内部監査人育成が不可欠という切迫感が経

営陣にない。
↓なぜ３
4. �ステークホルダー（監督官庁・株主・経営

陣ら）の内部監査に対する期待と内部監査
の組織体制・要員の質的・量的ギャップの
把握が不十分、または把握した情報が経営
陣や社内で共有されていない。
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（5）論点 （6）研究会での議論

①内部監査部門への期待値と現実とのギャップ分析実施状況
　�（年度計画立案時の経営陣との議論、内部評価での自己分
析、外部評価の指摘結果の活用等）

②�上記で抽出されたギャップについて、OJTだけで解決困難
な領域を特定して、OFF-JTの計画を考慮しているかどう
か（取組事例、やってみたいこと）

③�OFF-JT（監査関連資格取得の支援制度、外部講習受講）
の予算獲得のために、予算統制部門との交渉実践例（親会
社・同業他社の取組事例紹介、経営陣・監査役等の支援取
り付け等）

④�監査人の資格取得や知識のアップデートを促すインセンテ
ィブとしての受験料／受講料補助といった金銭面のサポー
ト等、監査人のやる気を引出す方策

①
・�経営者が内部統制や内部監査について学ぶ機会が少ないため、そもそも経営

陣の期待値が歪んでいる可能性があったり、的外れな場合もあったりするた
め、経営者に内部監査を理解させるべく「教育」の機会を設ける。

　�例えば、内部監査担当役員を通じ、経営陣に対して内部監査に関する勉強会
を繰り返し開催する（その意味で、内部監査担当役員の真剣さが問われる）。

・�特段教育しなくても、内部監査報告の内容が経営陣の懸念事項にうまく刺さ
れば内部監査への期待が高まるはず

②
・�監査結果の社長説明時に、社長が資料に書き込みをしたり質問したりしてく

る監査テーマなら、経営陣が期待する分野と分かる（一般的に「経営監査」
の定義づけは困難だが、経営陣の関心を惹き付けたかどうかが、「経営に資
する監査」のメルクマールの1つとなり得る）。

・�個別監査ごとに対象部署からアンケートをとったり、監査結果報告の際に経
営陣から発せられたコメントをまとめ、振り返りを行うことでギャップ分析、
OFF-JT計画につなげることができる。

③�予算は毎年の状況に応じて調整するが、必要な予算がつかないことはまずな
い。むしろ要員が確保しづらい（人事との折衝が大変）。

④
・�研修に行く人のバランスを見て、特定の人に偏らないよう配慮した。
・�部長／室長クラスがトップダウンで業務命令として資格取得させたりした。
・�そこまで強硬に出なくても、何度も繰り返し言い続けることで自己啓発に向

かわせる方法もある。
・�定年近い職員は資格取得のインセンティブが湧き難いが、経験を生かして今

あるスキルや得意分野で改善提案してもらう、もしくは若手を教育してもら
うのも一方法。彼らが生き生きと取り組んでくれる場合もある。

・�準拠性監査だけではなくて難しい監査にチャレンジさせるのも一考
・�職歴を活かせる分野の監査や若手の指導等、ベテラン職員が活躍できる場を

用意し、評価につなげて、やる気を引出すこともある。

７．資格の取得や支援制度について
（1）ありがちな課題 （3）参照できるガイドラインや理想像 （4）改善のアイデア・ベストプラクティス等

①�CIAを中心とする監査専門資格の取得が進
まない（受験者が一部に限定され、監査部
門全体の取組みに発展しない）。

①-1：�「IPPF 1210−熟達した専門能力」の
「解釈指針」

（中略）内部監査人は、適切な専門職資格や認
定を得ることにより、熟達した専門的能力を
証明することが推奨される。専門職資格や認
定とは、例えば、内部監査人協会（IIA）やそ
の他の適切な専門職団体が提供する、公認内
部監査人（CIA）の称号やその他の称号を指
している。
①-2：�「GIAS　基準3.1　専門的能力」の「実

施に当たって考慮すべき事項」
・�専門的能力を開発し発揮するために、内部

監査人は、次のことを行うことがある（原
文はshouldでなくmay）。

– �公認内部監査人の称号、及びその他の資格
等、適切な専門職の資格認定を取得するこ
と

・（内部監査部門長の役割の例示）
– �内部監査人の専門的能力の開発を支援すべ
きである。

– �専門的能力の開発に関する最低限の期待事
項を定め、専門的な認定の取得を奨励すべ
きである。

– �内部監査の予算に研修及び専門的能力の開
発のための資金を含めるべきであり、内部
及び外部の機会を、継続的専門教育、研修
及びコンファレンスを通じて提供すべきで
ある。

①-3：�「『金融機関の内部監査の高度化』に向
けたプログレスレポート（中間報告）」

（金融庁）

①�-1：ガバナンス（経営層）への訴求（GIAS
を踏まえた専門資格取得の重要性や緊急性）

・�CIA人数の増加に伴い、経営層に刺さる監
査報告が増えることが理想

①�-2：支援規程の制定（会社の教育制度との
整合性を保ちつつ、内部監査組織として独
自に内規化）

・�内部監査部独自予算による支援制度が好ま
しい。

①�-3：監査部門の独立した専門家集団への位
置付けの強化（ローテーション人材調達が
メインの会社の場合は、インセンティブが
削がれる可能性が高いため、「監査委員会」
に直属する内部監査組織への位置づけで一
定の能動的な人事権をもつ必要あり）

②�-1：高難度・高取得維持コストを踏まえ、
内部監査部門の成熟度や目標に適合した支
援制度の見直し

②�-2：部門主導の支援制度（CIA受験対策講
座・勉強会等での受験機運の向上や強制力
の強化、指名制で全額コスト負担による取
得者の増加等）

受験費用補助のスタイル 社数 予備校費用の補助のスタイル 社数

合格時に1回分補助 3社 コーポレート価格、または
予備校とタイアップ企画 6社

パート合格時にそれぞれ１回
分補助 4社 合格時に実費補助（含む教

育訓練給付金との差額） 1社

合否にかかわらず1回分補助 3社 半額を補助 1社

何回でも、または複数回補助 3社 なし 7社

なし 2社

【参考】当フォーラム内アンケート結果：15社の費用補助のスタイル

（2）課題の原因分析

①-1：取得支援支援制度の整備が不十分
①-2：高コスト資格に伴う支援額の不足
・�高額な受験料の「立替」に、不合格時の損

失の可能性を考え躊躇しがち（受験料が値
上げされる中、合格時のみ補助。専門学校
費用は自己負担が平均的）。

①-3：監査人のインセンティブ不足
・�内部監査担当役員や内部監査部長でありな

がらCIAを取得していない、取得しようと
さえしない幹部の理解不足（任意で業務上
の強制力なし、高齢化に伴う学習意欲の不
足、評価や処遇への反映なし、資格取得の
メリット・有用性の訴求不足等）。

・�CIAホルダーによる啓発活動が不足。勉強
会の定期的開催等の機運作りが不足
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⇒大手金融機関の好事例を紹介（抜粋）
・�専門資格（CIA、CISA等）の取得者数（割

合）を部門目標に設定・管理
・�資格取得支援担当チームが、資格取得に向

けたサポートを実施するほか、 資格取得者
から監査人に必要な知識・スキルを提供す
る等、内部監査部門全体で資格取得を推進

（5）論点 （6）研究会での議論

①高コスト資格対策
・�不合格分も補助する会社が出始めているが、取得機運が高

まらない真因は費用負担（コスト面）だけなのかどうか？
支援内容は会社ごとに様々であるが、全面的にコストを負
担する制度を作っても即時に受験者は増えない例も聞かれ
る。

・�取得後の褒美から取得時の支援に変えることにより、受験
者は増えると考えられる。ただし、「どうせ会社のお金だ
し」というモラルハザードを防ぐ工夫が難しいので、褒美
型の企業が多いのだと思われる。

・�費用補助をする場合に、資格準備期間中での支援か、取得
後のご褒美としての支援かで取組みも変化するものなのか
どうか？

②インセンティブの付与
・�ある程度強制力を持たせるためにもポストや評価に紐づけ

る必要があるが、インセンティブとして、資格取得を人事
上の処遇・評価に組み込めば、受験者は増えるものなのか
どうか？

③CIAホルダーへの信頼度
・�CIA資格の内部監査実務への有用性が実感できていない現

状も一因と思われる（CIA合格者の監査パフォーマンスに
即効性があるわけでなく、その客観的評価も難しい現状が
背景にある）。

・�非CIA監査人であっても、ロジカル（クリティカル）シン
キングスキルや職業的懐疑心の発揮により、CIA取得者に
優る優秀な内部監査実績を残した例があり、これがCIA取
得へのインセンティブを下げている例（本当にCIAは役に
立つ資格なのか？）はないだろうか。

・�CIAである管理職や同僚からの啓発が、非CIA監査人から
見たCIAホルダーへの信頼度が高まる方法の1つと考える。

・�CIAによる経営に資する監査（①1ガバナンスへの訴求）
を増やしていく必要がある。

・�「専門性がある」ことを当局へ客観的にアピールできるの
は「資格」しかない。

①高コスト資格対策
・�CIA資格は、経営管理部門を中心に本部監査向けの資格である面が強い。営

業店監査には取得者は少ないが、経験値の高い腕の良い監査人もいた。
・�CIAに限らず、円安もあって、マネロンのCAMS等会社の補助ではカバーし

きれなくなっている傾向はある。
・�監査スキルの向上と自己実現を目指して資格取得を促進させるために、合否

に関係なく補助している。リワードもないのに受けるのかという議論になり
がちであるが、最終的には自己実現欲求へのサポートになるというスタンス

・�他の社内制度とのバランスが求められ、内部監査部門だけ突出する訳にはい
かないが、資格取得にかかる経済的負担を軽減するべく、社内の理解を取り
付ける努力が必要

②インセンティブの付与
・�かつては、資格取得が再雇用の最低要件になったり、昇格への暗黙の必要条

件になっていたことがインセンティブになっていた。こうしたフォーラムへ
の参加で様々な人と交流することで個人の能力向上や知的好奇心を満たすイ
ンセンティブになっている面もある。

・�処遇へのインセンティブは効果的。担当役員の力量で、部門の所属員の処遇
が大きく改善した体験があり、監査部門の認知度の向上と所属員のモラール
が一段と改善した例がある。

・�最終的にはフォーラム等の交流会を通じて自らを高められることが最大のイ
ンセンティブではないか。

・�CIAの資格を取得するだけでは不十分であり、研究会等へ参加することが監
査人としてのスキルアップ、ひいては所属組織への貢献につながる。

③CIAホルダーへの信頼度
・�金融庁へのアピールには確かになっている。資格名を名乗ることで専門性を

深く追求されることはなかった経験がある。
・�最近、内部監査部門の企業価値への貢献状況の有報への開示が議論になって

いるが、専門性を外部に開示する際には、やはり資格保有者の開示は不可欠
な情報になってきている。
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８．評価制度について
（1）ありがちな課題 （3）参照できるガイドラインや理想像 （4）改善のアイデア・ベストプラクティス等

①内部監査人の評価制度がない。
・�人事評価制度に内包（目標設定等）→③参

照
・人事評価制度にも含まれていない。
②�内部監査人の評価制度があるものの、評価
にばらつきがある。

・�持つべき知識・スキル等から評価項目を設
定しているものの自己評価・所属長評価に
ばらつき

・�監査単位の難易度によって単純比較が困難
③�人事評価の中で実施されていて、評価理由
が不明

・群団別の平均点のみ開示
・�執行部門と同じ評価体系のため相対的に低

くなる会社もある。
・�管理職試験は他部門の候補者と横並びのた

め相対的に低くなる会社もある。
（参考）研究会メンバー所属18社中、評価制度
ありは7社

『ソイヤーの内部監査 第3分冊』（2007年）
　�「第6部　内部監査部門の運営　第21章５．

９）監査要員の評価」
⇒�監査要員評価の主目標は、本人の仕事の状

態について助言することであり、部門への
総合的貢献度を改善するために、本人にと
っての機会と弱点を指摘し、長所と短所及
び成長度を知らせることである（監査要員
と監査監督者の評価シート例の記載あり）

・「内部監査能力フレームワーク」　
・「IPPF」
– �「1210−熟達した専門能力」
– �「1230−継続的な専門能力の開発」
– �「2030−監査資源の管理」
・「GIAS」
　・「ドメインⅣ　内部監査部門の管理」
　　┗「原則10　監査資源の管理」
　　　　┗「基準10.2　人的資源の管理」
　　　　　　⇒�内部監査部門長は、内部監

査の戦略を成功裏に実施し、
内部監査の計画を達成する
適格性のある内部監査人を
採用、育成、保持するため
の手法を確立しなければな
らない。内部監査人を育成、
確保するために、（中略）報
酬、昇進及び表彰活動を導
入すること

（理想像）
・�内部監査計画や部の目標を達成するための

専門的能力（知識、技能、及びその他の能力）
が明確化されている。

・�専門的能力を取得・向上するための教育プ
ログラムがある。

・�専門的能力の評価制度がある。
・�評価基準・評価結果が妥当であり納得感が

ある。
例） – �主観でない定量的な評価基準がある
　　 – �他部門と昇格・昇進のペースに差が無

い

①評価制度策定に向けて
・�経営戦略、経営陣の期待等を踏まえて内部

監査部門としてのミッション、部門として
の中期的な計画・目標を策定する。

・�策定したミッションや内部監査部門として
の計画・目標を達成するための必要な人員
数や監査体制、専門的能力（知識、技能、
及びその他の能力）を明確化する。

・�明確化した計画をもとに、評価時期、評価者、
評価項目、評価基準・方法、評価結果のフ
ィードバック等の評価制度を策定する。

・�可能なら取締役会（監査委員会）や監査役
会と評価制度を共有する。

②評価のばらつきについて
・�評価者間での研修、事例の共有等による評

価者教育により、評価基準を標準化する。
・�期中の成果評価やコンピテンシー評価と、

監査人としての能力の評価は分ける。
・�能力の評価については項目によって数値

化・簡素化して評価する。
　例）�CIA保有なら○点、他の資格取得で○

点加算等
・�成果やコンピテンシーの評価も、客観的に

判断できるよう定量化した基準を開発する。
その際に監査単位の難易度を考慮する。

・�360°評価等、管理職以外に、多面評価等に
より平準化する。

・�これらの評価基準にバラツキがないか、品
質評価担当チーム等の監査実務に関わらな
いチームが第三者的に確認する。

③人事評価との関係について
・�（連動させる場合）人事評価の目標設定時に

内部監査人の評価制度にあわせて目標を設
定する。またその目標は期中の成果評価等
のボーナスへの反映だけでなく、昇給・昇
格と連動させる。

・�（連動させない場合）内部監査人の育成のた
めの評価制度として、人事評価とは連動さ
せない。その代わりに部内の会議体等で顕
彰したり、管理職からほめる等してモチベ
ーション維持・向上を図る。その場合はES
評価やエンゲージメントサーベイ等を通じ
て評価制度によるモチベーションの変化を
測定する。

（2）課題の原因分析

①�内部監査人の評価制度を策定する必要性を
会社も内部監査部門も感じていない（策定
しても評価が難しい、人事評価との関係）。

②�定量的な評価が困難であり、個人や評価者
の主観に依存する部分が多い。

③-1：�部内では絶対評価をしても、人事評価
は給与等のファンドが決まっているた
め処遇と連動することとなり相対評価
となってしまう。

③-2：�IPPF／GIASではCAEが内部監査人の
採用や報酬制度まで決めるようになっ
ているが、日本の会社では実施できな
い。

③-3：�内部監査を最後の配属先として考えて
いる会社も多く、そのため昇進の機会
が少なくなり、良い業績を残した監査
人に昇進につながる評価を付けられな
い。

（5）論点 （6）研究会での議論

①内部監査人の評価制度の必要性や人事評価との関係
　�（特に、評価される監査人が昇進・昇給をできる制度にな

っているかどうか。また、「IPPF／GIAS」の記載のように、
CAEが採用や報酬制度を決定できているかどうか）

②評価の客観性・公平性・納得性を確保するための工夫
　�（特に、監査の成果は定量評価が難しい中で、どのように

定量的視点を取り入れているか。担当する内部監査・役割
の大きさの相違をどのように評価するか等）

①
・�人事評価制度とは別に評価している。評価はずっと悩みの種。
・�専門職制度を導入して認定しているのでジョブ型ともいえる。認定したら人

事制度と連動させたいが、連動させるのも一長一短あり。
・�現在の評価制度は内部監査人の弱点や課題を洗い出すツールという位置づ

け。ストレッチした目標にはしていない。
　強化する部分を明確化するためだがばらつきはある。
・�品質評価者の担当者が監査人の評価ができるとよい（例：上司がインタビュ

ースキルを評価しても監査には同席していないため、納得感が無い）。
・�経営に報告した時の反応、監査のコンフリクト時の対応、監査チームの運営

等で評価する。
・�ジョブ型にすると評価によって報酬の上下動が発生。ジョブ型とはいえ評価

は評価者が主観的になる部分あり。
・�監査人の評価よりも監査部としての評価・プレゼンスを上げる必要あり。
・�配属時はスタッフ的な位置づけでCIA保有し監査経験を積むと専門職（内部

監査役）に認定し、処遇と連動する。
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・�内部監査人としては絶対評価したいが、人事評価と連動すると処遇等の関係
で人事部が相対評価する。

・�担当役員・部長が社長等と交渉し、監査部の位置づけを求めてもらって部全
体で役職がUPしたケースもある。

・�専門職制度等がある場合は処遇に反映。資格と連動する場合もあり。監査の
実績をボーナスで処遇するケースもある。

・�CAEが採用や報酬制度を決定できる会社はない（研究会参加メンバーの所属
組織では皆無）。

②
・�定量評価は難しい。内部監査役は役職者も多く、過去には室長1人で人事評

価（＝監査人の評価含め）していたが、課長職が一次評価して、室長が最終
評価する運営にした。また、監査とはかかわらないJ-SOX担当の課長も含め、
複数名で評価することで客観性を担保（ただし評価対象人数は増える）

・�資格取得は定量評価になる。しかし、支援制度があっても取得しない人はいる。
・�定性的な評価にはなるが、監査対象組織からの事後アンケートを記名式で実

施し、監査人の特性を評価する。
　⇔�　点数式にする等、アンケートのやり方によっては定量的な評価も可能。
・�過去には指摘件数で定量評価したが、指摘を作ってしまうケース（冤罪を生

む）。今は計画通りに監査を実施したかどうかで評価している。
・�QA&IPの一環で調書等の品質評価を行い、調書の品質が低いとマイナス評価を

する減点主義で監査人の評価をすることはできる（その良し悪しは別として）。
・�監査の難易度で評点をしたが、難しい監査にアサインされて評価が下がると

の不満にもつながり得る。
・�指摘件数よりは改善による効果で評価することの方が重要（監査指摘によっ

て情報漏洩を防げたから発生した場合のコストを抑制。外部に監査を依頼し
た場合と比べて監査費用の縮減等）

・�日本では各社に人事評価制度があるので、評価制度は難しい。監査の難易度
は加味したほうが良い（難しい監査に挑戦するようにする）。

９．キャリアパスの仕組みについて
（1）ありがちな課題 （3）参照できるガイドラインや理想像 （4）改善のアイデア・ベストプラクティス等

①�キャリアパスの方針、仕組みの不明確・未
整備

a. 監査部門
b. 社内
　・�内部監査部門におけるキャリアパスが明

確に定義されていないため、監査人のモ
チベーションが低下しやすい。

　・�監査部門＝「キャリアで最後の部署」と
いうイメージが根強く、将来のキャリア
展望が描きにくい。ベテランが監査実務
に対応できない問題

②人材の流動性の低さ
　・�他部門への異動が少なく、監査人が長期

間滞留
　・�若手人材の流入が少なく、新陳代謝が進

まず閉鎖的になりがち
③人事部との連携不足
　・�内部監査部門と人事部門の連携が不十分

で、キャリアパスの構築や人材育成が進
まない。適切な人材配置が行われない。

・「IPPF」、「GIAS」
　�内部監査の専門性を高めるための教育プロ

グラムやキャリアパスの設計に関するガイ
ドラインが含まれている。特に、内部監査
の役割、責任、スキルセットに関する詳細
な指針が提供されている。

・IIAの３ラインモデル
　�同モデルは、組織体が、目標達成を最も支

援し、強力なガバナンスとリスク・マネジ
メントを最も促進するような構造とプロセ
スを特定するのに役立つとする。３ライン
の協調、協働、連携が価値の創造と保全に
つながると説く。

・�「内部統制-統合フレームワーク」（COSO）
　�内部統制の有効性を評価するためのフレ

ームワークであり、内部監査の役割とそ
の重要性についても言及されている。内部
監査部門がどのように組織全体のガバナン
ス、リスクマネジメント、コントロールに
貢献できるかを理解するための基盤になる

（COSO全社的リスクマネジメントー内部監
査で全社的リスクマネジメントの有効性評
価を行う際の視点として活用できる）。

・�「金融機関の内部監査の高度化に向けたモニ
タリングレポート（2024）」（金融庁）

　�金融庁は、内部監査の高度化に向けた具体
的な取組事例や課題を示している。特に、
経営陣や監査委員・監査役による内部監査
部門への支援、内部監査部門における高度
化に向けた取組、被監査部門に対する内部
監査への理解・浸透やリスクオーナーシッ
プの醸成等が重要なポイントとして挙げら
れている。

①�キャリアパスの方針、仕組みの明確化・整
備

a. 監査部門
　・キャリアパスの目的の明確化
　　目的例⇒�Ⅰグループ内部統制の強化 Ⅱ経

営人材の育成 Ⅲ監査人材のスキ
ルアップとモチベーションアッ
プ

b. 社内
　・�内部監査部門のキャリアパスを明確に定

義し、昇進や異動のルートを具体的に示
す。

　・�監査人のキャリアプランを定期的に見直
し、個々の目標に合わせたキャリアパス
を提供する。

②人材の流動性の向上
　・�他部門とのローテーションを積極的に推

進し、内部監査部門での経験が他部門で
評価されるようにする。

　・�内部監査部門への異動を魅力的なキャリ
アステップとして位置づけ、他部門から
の人材流入を促進する（ポスティング）。

③人事部との連携強化
　・�内部監査部門と人事部門の定期的なミー

ティングを設け、キャリアパスや人材育
成に関する情報共有を行う（キャリアパ
スの啓発）。

　・�人事部門に対して内部監査の重要性を啓
発し、適切な人材配置やキャリアパスの
構築を支援する。

　・�人事部の前に経営層にキャリアパスを説
明し、合意を得る。

（2）課題の原因分析

①�キャリアパスの方針、仕組みの不明確・未
整備

a. 監査部門
　・�キャリアパスの必要性、意義が監査部門

で認識されていない。
　・�監査部門の部分最適（監査優先、他部門

への人材提供不要）
b. 社内
　・�内部監査部門の役割や重要性が社内で十

分認識されていない。
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　・�具体的なキャリアパスのプログラムや制
度が整備されていないため、個々の監査
人が自らのキャリアを描くのが難しい。

　・�人事部門が監査部門を「キャリア最後の
部署」として認識

②人材の流動性の低さ
　・�内部監査部門が魅力的なキャリアステッ

プと見なされていない。
　・�内部監査部門での経験が他部門で評価さ

れにくい。
　・�内部監査員は専門職であり、幹部候補と

は異なるキャリアルートを進む。
　・�中途採用した専門人材が数年経験を積ん

だ後での転職が多い。
③人事部との連携不足
　・�内部監査部門と人事部門のコミュニケー

ションが不足している。
　・�人事部門の内部監査の専門性や重要性に

対する理解不足
　・�人事部との長年の交渉が成果を上げてい

ない（キャリアパスを踏まえた人員計画
が人事部に通らない）。

（理想像）
・CIA（公認内部監査人）資格の取得
　�CIA資格は、内部監査の専門性を証明する

国際的な資格。多くの企業がCIA資格の取
得を推奨している。これにより、内部監査
の専門性が高まり、キャリアパスの明確化
にも寄与する。

－具体的な仕組み・施策－
　・監査部トレーニー制度の導入
　・幹部社員配属前の監査部門での研修
　・�若手、中堅幹部候補生の監査部門での研

修
　・�1線、2線、3線（関係会社を含む）間で

のローテーション構築
　・監査部内のプロモーションルート構築
　・�内部監査部門におけるコア人材の育成と

して、内部監査部門在籍者を他社に一定
期間配属し、経験を積んだ後、内部監査
部門に戻して活躍させる。

　・�管理者や経営幹部候補が、コンプライア
ンスやリスクマネジメントの素養を内部
監査部門在籍中に養った上で、役職に就
任させる。

　・�内部監査の人材は社内の様々な部署から
ポスティング（社内公募）で募集し、若
手・中堅層の流入を実現する。

（5）論点 （6）研究会での議論

①キャリアパスの方針、仕組みの不明確・未整備
a. 監査部門
　・キャリアパスの必要性を感じているか。
　・キャリアパスの意義や必要性を整理しているか。
b. 社内
　・�内部監査部門のキャリアパスが明確に定義されていない

ことが、監査人のモチベーション低下やキャリア展望の
不透明さにつながっているのではないか。

②人材の流動性の低さ
・�内部監査部門から他部門への異動が少なく、他部門からの

人材流入も少ないため、内部監査部門が閉鎖的になってい
るのではないか。

③人事部との連携不足
・�内部監査部門と人事部門の連携が不十分で、キャリアパス

の構築や人材育成が進まない状況が続いているのではない
か。

【キャリアパスの仕組みの有無】
（当フォーラム内アンケート結果）

件数 構成比
1 仕組みなし 11 73%
2 仕組みあり 2 13%
3 構築中 2 13%

15 100%

①キャリアパスの方針、仕組みの不明確・未整備
・�キャリアパスの定義は会社によって異なる。具体的には、Ⅰ監査業務経験を

通じた経営人材、内部統制人材育成、Ⅱ監査部門人材のスキルアップとモチ
ベーションアップの２つがある。しかし、Ⅰのみを提供する会社もあれば、
ⅠとⅡの両方を提供する会社もある。

a. 監査部門
　・�持株会社等の大組織でグループ会社の監査人育成を担当するチームがある

場合でなければ、キャリアパス（①）の構築は難しく、単独事業会社では
実現が困難である。

b. 社内
　・�監査部はコストセンターであり、収益を稼ぐ若手人材より高齢者が配置さ

れやすい状況。一方、最近は内部監査の重要性が増しており、人員構成は
改善傾向にある。

　・�社内でのキャリアパスは明確。内部監査部門は会社の人材供給部署であり、
内部統制を習得させた上で他部署に人員を輩出することが目的で、内部監
査人の育成自体が目的ではない。

　・�キャリアパスには、内部統制等を理解した上で他部署で活躍する道と、組
織体に価値を付加するプロの監査人として活躍する道の2つがある。

②人材の流動性の低さ、③人事部との連携不足
・�CAE、CAOが人事部と良好な関係を築けている場合、内部監査の評価が向

上し、昇進しやすい状況が見られた。
・�社内で監査業務を認識している人が少ないため、支店長候補者等に一定期間

監査部で経験を積んでもらうトレーニー制度等を設け、監査部の理解者を増
やすことが必要

・�人材を増強するには、経営層に加え、（社外含む）取締役、監査役、監査等
委員会、外部等へ監査の成果をアピールした上での働きかけと、その方々か
らの支持が必要（人事部だけだと進まない）

10．監督者が監査経験の浅い状況で、監査品質をどのように向上していくか？
（1）ありがちな課題 （3）参照できるガイドラインや理想像 （4）改善のアイデア・ベストプラクティス等

①�CAEを含めた監督者が、監査実務を監督す
る役割を果たすことができていない。

　�例えば、監査調書をレビューし、発見事項
と結論が適切に裏付けられていることを確
実なものとすることができていない。

①-1：「GIAS 基準3.1（専門的能力）｣
　�内部監査人は、その職務を成功裏に遂行す

るための知識、スキル及び専門的能力を有
しているか、または獲得しなければならな
い（以下、略）。

①②監督者が未経験者の場合を想定した仕組
みの構築
・監査スキル向上
– �グローバル内部監査基準を基に、監督者の
役割を明確化し、監督者は習得に取り組む。

– �監督者はCIA等監査関連資格を取得するこ
とを内部監査規程に明記する。
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②�監督者が未経験者の場合を想定した仕組み
がない。

　�例えば、新たな監督者を育成するためのプ
ログラム等

③�部門長が最新の監査動向を経営陣に伝える
ものの、現場の監査チームがその手法を実
行するためのスキルやリソースが不足して
いるため、現実的に対応が困難となる。

①-2：�「利害関係者から内部監査部門長(CAE)
への助言｣　（CBOKレポート：内部監
査財団、プロティビティ）

　内部監査部門長の実践項目
・�利害関係者の期待に照らして、現在の自己

能力について自己評価する。自らの公正に
行うこと。

・�内部監査部門長としてのあなたの業務遂行
能力について、利害関係者に意見を求める。
改善すべき領域を特定するよう依頼する。

・�あなたの能力について、期待との乖離があ
るものの中で、最も重要なものに対する明
確な開発計画書を作成する。

・�シニアリーダーシップの地位にあるメンタ
ーを探す。

②-1：�「GIAS　基準12.3（個々の内部監査業
務のパフォーマンスの監督及び改善）」

・�内部監査部門長は、個々の内部監査業務の
監督、品質のアシュアランス、及び専門的
能力開発のための手法を確立し、実施しな
ければならない。

・�内部監査部門長または個々の内部監査業務
の監督者は、個々の内部監査業務を通じて
内部監査人に指導を行い、監査プログラム
が完了していることを検証し、個々の内部
監査業務調書が発見事項、結論及び改善の
ための提言を適切に裏付けていることを確
認しなければならない（以下、略）。

・監査実務経験を補う
– �監査経験が長い監査人を品質担当者の役割
とし、レビュー参加等必要な権限を与える。

– �内部評価、外部評価を受け、改善点を明確
にする。

・監督者の育成プログラム構築
– �監督者の役割、必要なスキル、具体的な監
督実務ポイント等明確化し、後任の監督者
に引き継ぐ。

③
・�現場の実態と理想とのギャップや課題を経

営陣に伝える。
・�最新の監査動向を経営陣に報告する前に、

現場の監査部員と事前に協議し、現場のス
キルやリソースを考慮した現実的な対応方
針を策定する。

・�部門長が研修やセミナーで学んだ内容を現
場と共有し、それを実務にどう適用できる
かを現場の声を反映しながら検討するプロ
セスを導入する。

（2）課題の原因分析

①-1：監督者の監査スキル不足
・�監督者が監査実務の専門知識やスキルを持

っていない。
①-2：監督者の監査実務経験不足
・�CIAやCISA等監査関連資格を保有している

が、監査実務経験が不足している。
②-1：組織の計画と戦略の不備
・�監督者が未経験者の場合を想定した仕組み

を作る役割が明確になっていない。
・�監督者の役割、必要なスキルの把握が難し

く、引継ぎがされない。
③�部門長は研修で最新の知識を得るが、監査

実務の経験が不足しているため、現場にお
ける実際の課題や制約を理解しきれていな
い。

（5）論点 （6）研究会での議論

①�監査チームにおけるリーダーシップ強化のために、どのよ
うな育成プログラムや支援が必要か？　未経験の監督者に
対してどのようなサポート体制を整えるべきか？

②�監査チームの品質向上を図るために、どのようなレビュー
体制や評価システムを設計すべきか？　フィードバックを
通じた継続的な改善のための仕組みはどうあるべきか？

③�監査部門の戦略的な役割を経営陣にどのように認識しても
らい、監査が組織全体にどのように貢献していることを効
果的に示すにはどうすればよいか？

①
・�初監査リーダー向け教育プランの作成と実施：初めて監査リーダーとなる者

向けに、実践的な教育プラン（例：監査プロセス等）を作成し、実施するこ
とが効果的である。

・�品質指導役による同行サポートとピアレビューの実施：品質向上のために
は、品質指導役が監査チームの往査に同行し、実際の監査現場でサポートを
提供することが重要である。また、調書や報告書のピアレビューを監査チー
ム内で実施することで、継続的な改善を図れる。さらに、監査後には事例研
究会を行い、データ分析や部門からの反論に対応した経験を共有する。

②
・�個々の監査人のスキルアップの重要性：個々の監査人がスキルアップを行う

ことが重要である。例えば、QAIP（品質アシュアランスと改善プログラム）
の研究会に参加して知見を広げることが推奨される。

③
・�CAEの役割としての部門のステータス向上：部門の状況をCFOや人事、役

員に伝え、監査部門のステータスを上げることはCAEの重要な役割である。
その他
・�監査部長の辞令背景の共有：監査部長の辞令の背景については、全員がすり

合わせを行う必要がある。例えば、経営層が準拠性監査からテーマ監査への
転換を期待して辞令を発行する場合がある。また、監査実務経験がなくても、
経営層の期待に応えるキャリアを持つ者（例：秘書室長や弁護士）が監査部
長となり、成果を上げるケースもある。

・�監査担当役員の実務経験について：CAE（Chief Audit Executive、内部監査
部門長）は、監査実務経験がない場合が多いが、これは必ずしも問題とはな
らない。一方で、監査部長や課長は監査実務経験がないと業務が難しくなる。

・�IPPFに基づく監督者の任命：IPPFの基準では、CAEは監督者を任命する
ことが求められている。年齢に関係なく、監査の専門知識を持つ者を監督者
として任命し、その者がレビューを通じて品質向上に努めることが望ましい。
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Ⅳ．おわりに（まとめ）

読者が所属される組織体におかれても、「デ
ィスカッションシート」に記載されている諸
課題については、多かれ少なかれ共通する部
分があるのではないだろうか。

もちろん、それぞれの組織体の規模や状況は
異なり、今回ご提示した「ディスカッションシ
ート」がそのまま当てはまらない場合もあるか
もしれないが、本研究会報告が、内部監査の更
なる高度化を目指す、内部監査人育成や教育の
取組みに少しでも役立てば幸いである。

＜「参照できるガイドライン」に挙げた参考

資料＞

３．習得すべきスキル体系の設定
・�ロミンガーの法則「70-20-10の法則」
４�．習得すべき知識・スキルや経験の現状レ

ベルの把握
・�ＣＩＡフォーラム研究会№30「内部監査人

育成の方法論」『月刊監査研究』2011年３
月号

・�ＣＩＡフォーラム研究会活動実績 「内部監
査人育成のベストプラクティス～ＣＩＡへ
のインタビュー調査から見えたこと～」

５．ＯＪＴについて
・�㈱日本能率協会マネジメントセンター「Ｏ

ＪＴの目的とメリットとは？ 成功させ
るポイントを徹底解説！」、https://www.
jmam.co.jp/hrm/column/0016-ojt.html

・�㈱インソース「ＯＪＴとは～ＯＪＴ教育の

効果的な進め方や指導方法のポイント」、
https://www.insource.co.jp/contents/ojt-
contents.html

６．ＯＦＦ－ＪＴについて
・�金融庁「『金融機関の内部監査の高度化』

に向けたプログレスレポート（中間報告）」、
2023年10月公表

・�経済産業省「コーポレート・ガバナンス・
システムに関する実務指針」、2022年７月
改訂

７．資格の取得や支援制度について
・�金融庁「『金融機関の内部監査の高度化』

に向けたプログレスレポート（中間報告）」、
2023年10月公表

８．評価制度について
・�ローレンス・Ｂ・ソイヤーほか著、日本内

部監査協会翻訳・監修『ソイヤーの内部
監査─現代内部監査の実践 第３分冊』「第
６部　内部監査部門の運営　第21章５．
９）監査要員の評価」、日本内部監査協会、
2007年７月

９．キャリアパスの仕組みについて
・�ＣＯＳＯ『内部統制の統合的フレームワーク』
・�金融庁「金融機関の内部監査の高度化に向

けたモニタリングレポート（2024）」、2024
年９月公表

10�．監督者が監査経験の浅い状況で、監査品
質をどのように向上していくか？

　�ＣＢＯＫレポート：内部監査財団、プロテ
ィビティ「利害関係者から内部監査部門長

（ＣＡＥ）への助言｣

＜ＣＩＡフォーラム研究会No.ｈ１（内部監査人育成ベストプラクティス研究会）メンバー＞

�

�

noguchi
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